
 

 

岡山県における公立中学校の生徒・学校数の推移(1960－2011) 

中国地方における公立小中学校の統廃合に関するデータベース構築（その 10） 

 

 

 

公立中学校 廃校 児童増減率 

生徒数 岡山県  

 

1． 序論

その 10 では、岡山県を対象に公立中学校 1 校毎の生徒

数、学校の新設･廃校に関するデータベース(1949-2011)を

構築し、生徒数推移をもとに時期区分を行う。その後

1971 年時点の旧市町村区域を分析単位とし、自治体所管

学校数と学校増減率の関係を整理した上で、生徒増減率･

学校増減率を指標に自治体の生徒数･廃校推移形態の類型

化を行い、廃校の時期的･地域的推移の特徴を明らかにす

ることを目的とする。分析資料は岡山県教育委員会公立

学校基本数報告(1960-2011)注 1)である。 

 

2．岡山県における生徒・公立中学校の推移と時期区分 

岡山県の生徒･学校数(本･分校)の推移を図 1 に示す。

先ず県の全生徒数推移をもとにⅠ期からⅤ期に時期区分

した。Ⅰ期(1949-1962)は、戦中戦後の混乱期(1945-1947)

における出生数の一時的減少を要因とした生徒数減少と、

第 1 次ベビーブームを要因とした大幅な増加により生徒

数の増減が著しい。(1949-1959 の資料については現在収

集過程にある)Ⅱ期(1963-1975)は、高度経済成長期の都市

地域への人口移動と戦後の大幅な出生率低下により、生

徒数が 130 千人から 70 千人に急減した。本･分校合わせ

廃校が 55 校(内分校 8 校)発生し 4 期の中で最も多く、農

山漁村地域の生徒数減少と本分校の廃校が急速に進行し

た時期である。第 2 次ベビーブームによる生徒数増加の

みられたⅢ期(1976-1987)は、廃校は 21 校で 22 校が新設

されている。Ⅳ期(1988-2002)は再び生徒数が減少に転じ、

生徒数の年平均減少率は-3.1%と高いものの廃校数は 15

年間で 17 校と比較的少ない。一方Ⅴ期(2003-2011)の市

町村合併が進められた時期には、9 年間で 12 校が廃校し

ており、生徒数減少に加え市町村合併を契機とした中学

校の統廃合が進められたものと推測される。 

 

3．旧市町村における自治体の廃校状況 

3-1 旧市町村の学校数 

旧市町村毎の 1960 年時点の学校数(本校･分校)を図 2

に示す。12 市の内 3 市が 11 校以上の学校を所管してい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

るが、これらの地域は県内では人口規模が大きいため生

徒数も多く、かつ行政区域面積が広いためである。その

他の市は 6-10 校が多いが、玉島･西大寺･井原･総社市は

3-5 校と少なく、分散型都市構造を有す岡山県では市間の

中学校数の差が大きい。旧郡部(79 町村)では 1-2 校の中

学校を所管する町村が 55 自治体、3-5 校が 24 自治体で、

全ての自治体が所管学校数 5 校以下である。 

3-2 旧市郡部における時期別廃校状況 

次に旧市町村の時期区分･学校数別学校増減率を表 1 に

示す。市郡部別に各時期の廃校数と各期初年度の学校数、

学校増減率（＝(各期末年度学校数-各期初年度学校数)/各

期初年度学校数×100(%)）を求め比較を行う。 

市部ではⅡ期に 10 校が廃校となり平均学校増減率は-

7.7%で、特に 6-10 校の自治体で 2 割の学校が廃校してい

る。Ⅲ期では生徒数は増加した結果、廃校は 1 校にとど

まっている。再度生徒数が減少したⅣ期では、平均学校

増減率が-7.6%(廃校 12 校)とⅡ期と同程度の学校増減率で

あるが、16-10 校の自治体での学校増減率(-17.1%)のマイ

ナスが大きくなっていることが分かる。生徒数減少率が

低下したⅤ期では、6-10 校の自治体でのみ廃校が生じて

いるが、平均学校増減率は-8.2%(廃校 10 校)と県全体での

統廃合が多いため、平成の大合併が中学校の統廃合に与 
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図 1 学校･生徒･廃校数の推移と時期区分 

図 3 時期別本校廃校率 
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図 2 旧市町村別学校数(1960) 

 

えた影響が大きいといえる。市部全体としてはⅡ-Ⅴ期に

かけて 6-10 校の自治体を中心に 37 校が廃校となり(平均

学校増減率-14.3%)、1-2 割の学校が廃校となっている。

全時期を通して学校増減率のマイナスが大きく各期常に

廃校が発生している。 

郡部ではⅡ期の廃校数･学校増減率のマイナス共に市部

を大きく上回り、所管 1-2 校の自治体で 13 校(学校増減率

-10.6%)、3-5 校の自治体で 32 校(廃校率-43.3%)が廃校し

ており、全体的に学校増減率のマイナスが大きい。全体

平均学校増減率は-27.1%(廃校数 45 校)とⅡ期のみで郡部

の 3 割程度の学校が減少している。次にⅢ期全体では平

均学校増減率は-7.2%とマイナスとなっており、廃校数は

16 校とⅡ期に次いで高い値となり、市部では廃校数が少

なかったⅢ期に郡部での廃校は多い点が異なる。Ⅳ期で

は平均学校増減率が-4.4%(廃校 5 校)とマイナスとなって

いるものの、市部と比較すると廃校数･学校増減率共に小

さい値となっている。Ⅴ期での平均学校増減率は-3.5%(廃

校 2 校)と市部と比較して低い値をとっている。Ⅱ-Ⅴ期通

してみてみると郡部全体で 68 校が廃校となり、4 割近く

の中学校が減少している。また郡部では 1960 年時点にお

いて自治体所管学校数が全て 5 校以下であり、特に 3-5

校の自治体では全期通して学校数が 4 割近くにまで減少

している。 

以上、市部と郡部の自治体では各時期の廃校の発生状

況に相違が見られたが、岡山県全体をみると特に生徒数

が大幅に減少したⅡ期において市部で 10 校(-7.7%)、郡部

では 45 校(-27.1%)が廃校しており、生徒数減少に伴う中

学校の統廃合が行われたものと推察される。 

3-3 時期別学校増減率分布 

 次に各自治体の時期別本校廃校率分布を図 3 に示す。

Ⅱ期は生徒の減少が始まり廃校が増加した時期で広域的

に廃校が発生している。特に作東町･落合町などの中山間

地域での廃校発生が著しい。Ⅲ期は県全体では生徒数が 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅱ期 

Ⅳ期 

Ⅴ期 

Ⅲ期 

表１ 旧市町村の学校数別廃校率 

図 3 時期別本校増減率 

510



 

 

表 2 生徒・廃校数推移を指標とした自治体類型型結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

増加しているが、廃校も農山漁村地域を中心に廃校が進

んでいる地域もみられる。Ⅳ期は生徒数が再び減少に転

じた時期にもかかわらず一部の地域での廃校にとどまっ

ていることが分かる。Ⅴ期では現新見市において顕著な

廃校が発生しており、その他の地域では学校減少はあま

り起こっていない。 

 

4．自治体の生徒数と廃校推移の特徴 

4-1 学校増減率・生徒数を指標とした自治体の類型化 

廃校の地域性の相違を明らかにするためにクラスター分

析(ward 法)を行った。1960 年時本校数、Ⅱ期本校増減

率、Ⅱ期分校増減率、Ⅱ期生徒増減率、Ⅲ期本校増減率、

Ⅲ期生徒増減率、Ⅳ期本校増減率、Ⅳ期生徒増減率、Ⅴ

期本校増減率、Ⅴ期生徒増減率の 10 変数を用いて分析を

行い、地区区分を 6 タイプに分類した。各類型の指標平

均値を表 2、生徒･廃校数推移例を図 4、自治体類型分布

を図 5 に示す。図 5 より都市型 A と都市型 C は主に瀬戸

内海側都市部に多く、都市型 B は新見市を示している。

過疎地域型 A と過疎地域型 B は山間部に位置しており、

過疎地域型 A が比較的地域面積の広い地域が該当する傾

向がみられる。一校型は都市周辺や山間部を中心に広域

的に分布している。 

4-2 地域的特徴 

類型別の生徒･廃校数の推移を図 4 に示す。都市型 A は

Ⅲ期の生徒増減率が 50.9%と倍増している地域であり、

都市部での人口流入によるものと考えられる。またⅡ期

とⅣ期で学校数は減少しているものの、Ⅱ-Ⅴ期通して学 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

校数は高い数値で推移している。都市型 B は新見市を示

ており生徒数は減少傾向にあるが、廃校はⅤ期にしか発

生しておらず、その他の期での学校増減率は 0.0%で推移

している。これは、新見市においてⅤ期に政策的な統廃

合を行ったことに起因すると考えられる。都市型 C は沿

岸部･山間部の小都市であり、Ⅲ期以外での生徒増減率は

マイナスで減少傾向にあるものの、学校数はⅢ期以降殆

ど減少していないことが分かる。過疎地域型はⅡ期にお

ける学校増減率のマイナスが大きいことが特徴である。

Ⅱ期の多数の廃校発生に伴う生徒数減少もみうけられⅡ 

期の生徒数平均値の勾配が大きくなっている。過疎地域

型 A と過疎地域型 B を比較すると、県全体で学校数が増

加傾向にあるⅢ期において、過疎地域型 B では県全体の

傾向と同様プラスとなっているが、過疎地域型 A ではマ

イナスとなり学校数が減少していることが分かる。また、

Ⅳ･Ⅴ期での学校増減率のマイナスが小さくなっているの

は、Ⅱ期に殆どの自治体で学校数が 1 もしくは 2 校にま

で減少したためであると考えられる。一校型は 1960 年時

点の自治体所管学校数が 1 校のみで、現在も旧自治体に

中学校が 1 校もしくは市町村合併による学校区分再編成

の結果 0 校の地域で、統廃合がほぼ見られないタイプで

ある。Ⅱ期の生徒数減少率が多少高いものの、Ⅱ-Ⅴ期の

生徒増減率は都市型 C と類似しており、過疎地域型 A･B

と比較すると減少率が低いのが特徴である。これらは沿

岸部の人口･面積が小規模な自治体と中山間地域に位置す

る自治体が多い現状にある。 

4-3 学校規模と学校増減率の関係 

類型別の学校規模別本校数･廃校率の推移を表 3 に示す。

県全体としての傾向は、生徒数が少ない学校での廃校が

多い。生徒数別にみると 30 人以下の学校での平均学校増

減率は-47.8%、60 人以下では-28.9%となり 1 学級あた

り 20 人以下となるような学校で特に廃校が目立っている。

また類型別に見ると、都市型 A ではⅣ期、都市型 B では 

過疎地域型 A 

都市型 C 都市型 A 

一校型 

図 5 自治体の類型分布 

図 4 類型別生徒・廃校数の推移 
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Ⅴ期、都市型 C ではⅡ期での小規模校の廃校が目立って

いる。過疎地域型 A ではⅡ期において 480 人以下で

22/40 校、過疎地域型 B ではⅡ期において 480 人以下で

11/22 校と半数以上の学校が廃校しておりⅡ期での廃校が

目立つ。さらに過疎地域型 A･過疎地域型 B 共に、生徒数

減少に伴う学校規模縮小の末、廃校に至っている場合が

多くみられる。なお、一校型において廃校が起こってい

るものの、これは名称変更に伴う廃校と前述した市町村

合併に伴う学区再編成による廃校であり、小規模化の進

行が目立つ結果となった。 

 

5．まとめ 

1)Ⅱ期(1963-1975)は農山漁村地域の過疎化により生徒

数が急減し、本分校とも廃校が急速に進行した時期で

ある。Ⅲ期(1976-1987)は生徒数増加している一方で廃

校もみられ、期を通しての学校の増減はあまりうかが

えない。Ⅳ期(1988-2002) は再び生徒数が減少すると共

に廃校も発生している。一方、Ⅴ期(2003-2011) では生

徒数は減少しているものの、政策的に統廃合が行われ

た地域以外での廃校はほぼ見受けられない。 

2)旧市町村別にみた廃校の実態では、旧市部において一つ

の市が保有する学校数が 6-10 校の市で学校増減率のマ

イナスが大きくなっており、郡部では一つの町村が保

持する学校数が多くなるにつれて学校増減率のマイナ

スが増加している。 

3)都市型は生徒数が多い地域で、都市型 A はⅣ期での本

校廃校が多く、都市型 B はⅤ期における政策的な統廃

合以外で主だった廃校はみられない。また都市型 C は

Ⅲ期以降殆ど廃校が発生していない。過疎地域型はⅡ

期での著しい生徒減少に伴う廃校が多い地域で、過疎 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域型 A は生徒が増加しているⅢ期においても学校数

は減少しており、過疎地域型 B は生徒の減少が多いⅣ･

Ⅴ期に廃校があまり見られなかった。一校型はⅢ期を

除く全期で生徒数が減少しているが、元々の所管学校

数が 1 校であるため、廃校はほぼ起こっていない。 

 

注釈 

注 1）岡山県教育庁教育政策課の情報提供資料により、2011 年 5 月

時点での県内公立中学校の学校数･生徒数･廃校時期等の基本情報

を収集した。 
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表 3 学校規模別本校数・増減率の推移 
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